Eine Metamorphose des kollektive Arbeitsverhaltnsses in der Schweiz by 中野 育男
スイス集団的労働関係の変容














































された SGB / USS（Schweizerischer Gewerkschaf






労働組合 GBIである。次ぎに 10万 9679人を擁
する金属，時計産業の労働組合 SMUVがある。
鉄道労働者の組合である SEVが 5万 960人，公





tverband der Schweiz / Confederation des Chere-











band Freier Schweizer Arbeitnehmer / Union su-




の PVB労組（Personalverband der Bundesverwaltung）
及び州と市町村の職員の組合で 3万 6000人を組織す
る ZSG労組（Zentralverband des Staats―und Gemein-
depersonals）である。（30EIRR240）
スイス第 2のナショナルセンターは最近，設立され
































センターのである SGBの組織人員が 2400人 0．6％増













































































































織人員の減少は続いており，傘下 17組合で 39万 5424
人となった。前年比で 1万 5648人の減となり 3．8％
も減少した。最も組合員を減らしたのは建設・化学労

















は 77万 5601人で労働組合の組織率は 25．3％であっ
たとしている。（13EIRR307）
1999年のスイス労働組合総同盟傘下の組合員総数
は 38万 139人となり，前年比で 7110人の減（－2．2
％）となった。減少率は変わっていない。大きく組合
員を減らした単産は小売輸送食品労組 VHTL（1145

























































係の労働組合 GTCPは 1992年 9月 5日にチューリッ
ヒで特別総会を開いて正式に合併することになった。
合併によってできた新しい労働組合は建設産業労働組
合 GBIと称され，組合員 13万 5000人を組織するス
イス最大の労働組合となった。





























た ZSAO/UCAPS（Zentralverband Schweizerischer Ar-
beitgeber Organisationen/Union Centrale des Associa-





建設労組 SGB 91，276 91，981
一般労組 SGB 89．907 88，438
キリスト教労組 TS 66，886 65，000
商業労組 58，318 59，290
交通労組 SGB 53，117 51，426
教員労組 48，967 48，929
情報労組 SGB 38，375 37，657
テッセン地方労組 TS 37，231
国家公務員労組 SGB 36，830 36，318
地方公務員労組 30，183 28，459











scher Handels― und Industrieverband）が多くの場合，
口火を切ることになる。
スイス中小企業連盟 SBV/USAM（Schweizerischer












































































































































































































































































































































sche Eisenbahn― und Verkehrspersonalverband ; SEV）
がレッチュベルク鉄道を始めとして協約を締結した。
































































協約は 10万 3000人の労働者を，金属では 16万人を，
宿泊及び仕出し業では 15万人を，チューリッヒ地区





































































































































































































いう）を締結した。この労働協約は 2002年 3月 31日


























































































































































に対する比率は 1対 4であったが，これが 2025年に





る。2003年 5月に連邦大統領 Pascal Couchepinは連
















ペーンは AHVの擁護（Hände Weg von der AHV ―



































































































































































ス放送協会（Scweizerisce Rundfunk― und Fernsehge-
sellschaft）もこの中に含まれる。一方，役員会レベ
ルでの均等代表を実現している唯一の組織体が国営保



























































































ここでは 1988年 7月に締結され 5年間の有効期間
を持った「製造業における工場レベルでの従業員参加
に関する労働協約」について見ておく。（24EIRR217）


















































































































―短時間労働 ―残業の計画 ―休暇の計画 ―休
暇の規程 ―労働の免除される日の決定 ―交替制
及び夜業 ―作業場所評価の制度 ―人事評価の制
度 ―出来高給制度 ―男女平等賃金 ―提案制度
―大規模剰員解雇の際の緩和措置 ―作業環境 ―
健康保護 ―換気暖房 ―騒音対策 ―労災と職業
病の防止 ―安全施設 ―衛生規程，控室 ―従業
88






























に関する法律（Bundesgesetz über die Information
und Mitsprache der Arbeitsnehmerinnen und Arbeit-

















































































務法 335条 d及び 335条の改正によって対応してい
る。一方，安全衛生に関しては労災保険法（Bundes-

















































































































































































































































































































が参加して 2002年 11月 4日に実施された全日ストを
経て，早期退職制度の詳細について合意に達した。こ
の合意の実施に関しては若干の遅延を認めるものと











































表 2 1990 年から 1999 年までの 10年間の争議行為件数の部門別及び原因別内訳
件 数 事業所数 参加労働者数 総労働損失日数
部 門
繊維 2 2 141 5，991
印刷 4 234 7，091 10，531
工芸 1 1 40 200
石材 1 13 185 603
金属 2 2 382 1，589
車輌製造 2 2 97 485
その他 1 1 130 325
建設 5 125 808 1，131
商業 2 5 20 49
福祉サービス 3 3 158 190
化学 2 2 710 1，070
クリーニング 1 1 15 30
公務 6 15 22，091 31，466
金融・保険 1 4 560 980
原 因
賃金 15 147 23，450 33，605
労働協約 7 249 7，226 13，774
その他（労働組合権，採用，
雇用，リストラを含む）
11 14 1，752 7，261
計 33 410 32，428 54，640
出典：Swiss Secretariat for Economic Affairs
表 3 1979 年から 1999 年までの争議行為の推移





































































































































































に は，平 和 協 定 の 定 め に 従 っ て 仲 裁 々 判 所
表 4 争議行為件数の国際比較
国名 1980年 1985年 1990年 1995年
スイス 5 3 2 2
オーストリア 9 4 9 1
ベルギー ― ― 33 46
デンマーク 225 820 232 424
フィンランド 2，182 833 450 112
フランス 2，118 1，901 1，529 ―
ドイツ ― ― ― ―
ギリシヤ 726 453 480 110
アイルランド 130 116 49 34
イタリア 2，238 1，341 1，094 545
ルクセンブルク ― 0 1 ―
オランダ 22 45 29 14
ノルウェー 35 11 15 11
ポルトガル 269 476 271 ―
スペイン 2，103 1，092 1，312 883
スウェーデン 212 160 126 ―
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